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業務用設備等脱炭素化促進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、本県の中小企業者等の脱炭素化への取組を支援するため、中小企業者等

が実施する省エネルギーの促進や再生可能エネルギーの活用等に資する設備導入等の 

経費について、予算の範囲内において、千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県  

規則第５３号。以下「規則」という。）及び本要綱に基づき、補助金を交付するものと  

する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次に定めるところによる。 

一 中小企業者等 次に掲げる者であって、県内に事務所又は事業所を有するもの。 

ア 資本金の額又は出資の総額が３億円（小売業又はサービス業を主たる事業とする 

事業者については５千万円、卸売業を主たる事業とする事業者については１億円）  

以下の会社並びに常時使用する従業員の数が３００人（小売業を主たる事業とする 

事業者については５０人、卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業者について

は１００人）以下の会社及び個人であって本号イからエまでに規定する業種以外の業

種に属する事業を営むもの 

イ 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 

９００人以下の会社及び個人であって、ゴム製品製造業（自動車又は航空機タイヤ  

及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く）を営むもの 

ウ 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 

３００人以下の会社及び個人であって、ソフトウェア業又は情報処理サービス業を 

営むもの 

エ 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が

２００人以下の会社及び個人であって、旅館業を営むもの 

オ 中小企業等協同組合、農業協同組合、農業協同組合連合会、水産業協同組合、森林

組合、生産森林組合、森林組合連合会、消費生活協同組合、消費生活協同組合連合会、

協業組合であって事業を営むもの 

カ 医業を主たる事業とする法人であって、常時使用する従業員の数が３００人以下の

もの（本号アからオに掲げるものを除く。） 

キ 特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条   

第２項に規定する特定非営利活動法人をいう。）であって、常時使用する従業員の数が  

３００人（小売業を主たる事業とする事業者については５０人、卸売業又はサービス

業を主たる事業とする事業者については１００人）以下のもの 

ク 本号アからキに掲げるもののほか中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）   

第２条第１項第８号の規定による法人又は法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表

第二に該当する法人、農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に基づき設立  

された農事組合法人若しくは法人税法以外の法律により公益法人等とみなされる法人

（従業員数が３００人以下である者に限る。）であること 
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ケ その他、本号アからクに類する者として知事が適当と認めるもの 

二 みなし大企業 前号アからエで規定する中小企業者であって、次のいずれかに該当す

るもの。 

 ア 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有してい

る中小企業者 

 イ 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小

企業者 

 ウ 大企業の役員または職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中

小企業者 

 エ 発行済株式の総数又は出資価格の総額を前各号のいずれかに該当する中小企業者が

所有している中小企業者 

 オ 本号アからウに該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数のす

べてを占めている中小企業者 

 カ 申請時点において確定している直近過去３年分の各年又は各事業年度の課税所得の

年平均額が１５億円を超える中小企業者 

三 省エネルギー診断 省エネルギー対策に関する専門的知識を有する者が県内の事務所

又は事業所を訪問し、当該事務所等におけるエネルギーの使用状況、設備の運転状況等

を調査するとともに、当該調査結果に基づき省エネルギー対策を提案するものであって、 

県が指定した機関が実施するもの及び一般財団法人省エネルギーセンターによる省エ

ネ最適化診断、その他国が指定した機関が実施するもの。 

四 簡易自己診断 県内の事務所又は事業所における設備の運用改善や更新等による省エ

ネルギー効果を確認するため県が定める簡易自己診断ツールにより、中小企業者等が自

ら実施するもの。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の対象者は、中小企業者等（みなし大企業は除く。）であって、次に掲げる

すべての要件を満たす者とする。 

一 事業内容が公の秩序若しくは善良の風俗を害することとなるおそれがないこと。 

二 事業を営むにあたって関連する法令及び条例等を遵守していること。 

三 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。 

四 第７条第 1 項に基づく交付決定の日までに「ＣＯ２ＣＯ２スマート宣言事業所登録

制度」に登録していること。 

五 第６条に定める申請までに、省エネルギー診断を受診、又は簡易自己診断を実施し

ていること。 

 

（補助対象となる事業等） 

第４条 補助対象となる事業は、県内の事業所又は事務所において実施する別表第１に 

定める事業であって、次の各号に掲げる要件をすべて満たす事業とする。ただし、省エ

ネルギー診断の受診については、この限りでない。 

 一 省エネルギー診断を受診し、又は簡易自己診断を実施した結果に基づき、省エネル

ギーの促進や再生可能エネルギーの活用等に資する設備を導入する事業であること。 
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 二 その事業の実施により削減されるエネルギー起源二酸化炭素排出量が年間３トン以

上の事業であること。 

 三 第６条に定める申請の際、現に補助事業に着手していないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは対象とならない。 

一 法令及び条例等に違反する事業 

二 補助を受けようとする事業を行う者（法人その他の団体にあっては、その役員等（業

務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他

の実質的に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結す

る権限を有する者をいう。以下同じ。）が次のアからウのいずれかに該当する者である

ときは、その事業 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）  

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

  イ 次のいずれかに該当する行為（（イ）又は（ウ）に該当する行為であって、法令上

の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）をした者（継続

的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認められる者を除く。） 

  （ア）自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目的で、  

情を知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に 

規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員を利用する行為 

  （イ）暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを知りなが

ら、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品その他財産上の利益

若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

  （ウ）県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約の相手

方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員であることを知り  

ながら、当該契約を締結する行為 

  ウ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 三 その他、知事が適当でないと認めた事業 

 

（補助対象経費等） 

第５条 補助の対象となる経費及び補助金の額等は、別表第２に定めるとおりとする。  

ただし、証拠資料等により支払金額等が確認できる経費に限る。 

 

（補助金の交付の申請） 

第６条 規則第３条の規定により補助金の交付の申請をしようとする場合は、知事が定め

る期日までに、別に定める交付申請書に必要な書類を添えて、知事に提出しなければ 

ならない。 

２ 補助金の交付申請については、同一年度・同一事業者につき１回限りとする。 

 

（補助金の交付の決定） 

第７条 知事は、前条の規定により交付申請書の提出を受けたときは、内容を審査し、  

補助金を交付すべきものと認めたときは交付決定を行い、申請者に通知する。 

２ 知事は、前項の審査により、補助金を交付しないと決定したときは、申請者に対して
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その理由を示すものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第８条 規則第５条の規定による条件は、次のとおりとする。 

一 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更をする場合は、知事

の承認を受けること。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。 

二 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、知事の承認を受けること。 

 三 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場合

は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

四 その他知事が必要と認める事項。 

 

（承認の申請） 

第９条 前条第１号又は第２号の規定により知事の承認を受けようとする場合は、別に 

定める承認申請書を知事に提出しなければならない。 

 

（申請の取下げ） 

第１０条 申請者は、第７条第１項の規定により補助金の交付決定の通知を受けた後に 

交付の申請を取り下げようとするときは、別に定める取下げ書により知事に申し出なけ

ればならない。 

２ 前項の規定による取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなか

ったものとみなす。 

 

（補助事業の経理等） 

第１１条 申請者は、補助事業に係る経費については、帳簿及びすべての証拠書類を備え、

他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支状況を明らかにしておかなければなら

ない。 

２ 申請者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を  

含む。）した日の属する年度の終了後５年間保存し、知事の要求があったときは、いつで

も閲覧に供せるようにしておかなければならない。 

 

（債権譲渡の禁止） 

第１２条 申請者は、第７条第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全部 

又は一部を知事の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、

信用保証協会、資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５号）第２条第３項

に規定する特定目的会社又は中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）

第１条の３に規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合にあっては、この限りで 

ない。 
２ 知事が第１２条の規定に基づく確定を行った後、補助事業者が前項ただし書に基づい

て債権の譲渡を行い、補助事業者が知事に対し、民法（明治２９年法律第８９号）   

第４６７条又は動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律 

（平成１０年法律第１０４号。以下「債権譲渡特例法」という。）第４条第２項に規定す
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る通知又は承諾の依頼を行う場合には、知事は次の各号に掲げる事項を主張する権利を

保留し又は次の各号に掲げる異議をとどめるものとする。また、補助事業者から債権を

譲り受けた者が知事に対し、債権譲渡特例法第４条第２項に規定する通知若しくは民法

第４６７条又は債権譲渡特例法第４条第２項に規定する承諾の依頼を行う場合につい

ても同様とする。 
（１）知事は、補助事業者に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と相殺

し、又は、譲渡債権金額を軽減する権利を保留する。 
（２）債権を譲り受けた者は、譲渡対象債権を前項ただし書に掲げる者以外への譲渡又は

これへの質権の設定その他債権の帰属及び行使を害すべきことを行わないこと。 
（３）知事は、補助事業者による債権譲渡後も、補助事業者との協議のみにより、補助金

の額その他の交付決定の変更を行うことがあり、この場合、債権を譲り受けた者は異

議を申し立てず、当該交付決定の内容の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及

ぶ場合の対応については、専ら補助事業者と債権を譲り受けた者の間の協議により決

定されなければならないこと。 
３ 第１項ただし書に基づいて補助事業者が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、

知事が行う弁済の効力は、千葉県財務規則（昭和３９年千葉県規則第１３号の２）の  

規定に基づき、知事が会計管理者に対して支出の命令を行ったときに生ずるものとする。 
 

（状況報告） 

第１３条 申請者は補助事業の遂行について、知事の要求があったときは速やかに別に 

定める状況報告書を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１４条 申請者は、補助事業完了後（補助事業廃止の承認を受けたときを含む。）、別に

定める実績報告書に必要な書類を添えて、知事が定める日までに提出しなければなら 

ない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第１５条 知事は、前条の報告を受けた場合には、当該報告書の内容の審査及び必要に  

応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定の 

内容（第８条の規定による変更の承認をした場合は、その内容とする。）及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知

するものとする。 

 

（交付の請求） 

第１６条 前条の通知を受けた申請者が、補助金の交付を受けようとする場合は、別に  

定める交付請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（暴力団密接関係者） 

第１７条 規則第１７条第１項第３号の知事が定める者は、第４条第２項第２号イ又はウ

に該当する者（補助事業を行う者が法人その他の団体である場合にあっては、その役員
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等が同号のいずれかに該当する者である法人その他の団体）とする。 

 

（補助金の返還） 

第１８条 知事は、規則第１７条の規定により、補助金の交付決定を取り消した場合にお

いて、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定め

て、その返還を命ずるものとする。 

２ 知事は、補助事業に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

３ 前２項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から１５日以内とし、期限内に

納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利   

１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

４ 知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、補助事業者の申請により、返還の

期限を延長し、又は返還の命令の全部若しくは一部を取り消すことがある。 

 

（財産の管理） 

第１９条 申請者は、補助対象経費（補助事業の一部を第三者に実施させた場合における

対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）

については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助

目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 申請者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳を備え管理しなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第２０条 規則第２１条の規定により処分を制限する財産は、取得価格又は効用の増加価

格が単価５０万円以上の機械、器具及びその他の財産とし、同条ただし書の規定による

期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に準

じるものとする。 

２ 申請者は、前項の規定により定められた期間内において、処分を制限された取得財産

等を処分しようとするときは、あらかじめ別に定める財産処分申請書を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。 

３ 前項の場合において、知事は、申請者が取得財産等を処分したときは、補助金の全部

若しくは一部を納付させることがある。 

４ 補助事業者は、補助金交付に係る書類を第１項の規定により定められた期間中、保存

しなければならない。 

 

（雑則） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月２０日から施行する。 
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別表１（第４条） 補助対象事業 

項  目 内  容 

蓄電池の設置 
自らが設置する又は設置した再生可能エネルギー供給設備で発電

した電力を蓄電する設備の設置 

省エネルギーの促進 

１ 省エネルギーを図るための次の装置の設置及び改造 

（１）燃料電池 

（２）コージェネレーション（熱電併給） 

（３）ＬＥＤ照明器具 

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成

１２年法律第１００号）第６条第１項に基づき定められた環

境物品等の調達の推進に関する基本方針に定める判断の基準

を満たすもの 

（４）空調 

ア 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成

１２年法律第１００号）第６条第１項に基づき定められた環

境物品等の調達の推進に関する基本方針に定める以下の品目

ごとの判断の基準を満たすもの 

（ア）エアコンディショナー 

（イ）ガスヒートポンプ式冷暖房機 

（ウ）公共工事に係る資材として分類される品目のうち、空調

用機器 

  イ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成

１２年法律第１００号）第１０条第１項に基づき定められた、 

県の環境配慮物品調達方針に定める公共工事に係る資材とし

て分類される空調用機器のうち、エアコンディショナー（冷

房能力が２８kW以上のもの）の判断の基準を満たすもの 

（５）その他知事が適当と認めるもの 

２ エネルギー管理システムの設置 

以下の機能を全て保有するものに限る 

（１）１か月以内の事業所全体のエネルギー使用量の統一単位（原

油換算量(kl)）による表示 
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（２）事業所全体の電力使用量、並びに系統別、機器別等の個別電

力使用量の３０分以内の間隔での計測及び表示 

（３）電力以外のエネルギーを使用する又は使用する予定がある事

業所においては、事業所全体並びに機器別や製造ライン別の電

力以外のエネルギー使用量の１か月以内の間隔での計測又は入

力及び表示 

（４）事業所全体の最大需要電力（３０分デマンド値）の目標設定

及び目標を超えるおそれがある場合の自動通知 

（５）省エネルギー及び需要電力（デマンド）の管理を目的とした

各機器の自動制御 

（６）全ての計測データ、入力データ及び制御履歴の１３か月以上

の保存 

（７）全ての計測データ及び入力データのＣＳＶ形式等による抽出 

３ １及び２の付属設備の設置及び設置工事（作動する上で必要な

ものに限る） 

４ 建築物の屋上又は壁面の緑化工事 

５ 屋根面、壁面又は窓の断熱工事及び遮熱工事 

未利用エネルギーの利用促進 
廃熱その他の未利用エネルギーの利用を図るためのエネルギー供

給装置の設置 

メタン・代替フロン等の温室効果

ガス削減対策 

１ 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７

号）第２条第３項に定める温室効果ガスの削減を図るための装置

の設置及び改造 

２ 省エネ型自然冷媒機器の設置 

冷凍冷蔵倉庫、食品製造工場、化学製品製造工場及びアイスス

ケートリンクに用いられる省エネ型自然冷媒機器並びに食品小売

業におけるショーケースその他の省エネ型自然冷媒機器の設置 

ただし、「省エネ型自然冷媒機器」は、フロン類（クロロフルオ

ロカーボン（ＣＦＣ）、ハイドロクロロフルオロカーボン（ＨＣＦ

Ｃ）及びハイドフルオロカーボン（ＨＦＣ））ではなく、アンモニ

ア、空気、二酸化炭素、水等自然界に存在する物質を冷媒として

使用した冷凍・冷蔵機器であって、同等の冷凍・冷蔵の能力を有
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するフロン類を冷媒として使用した冷凍・冷蔵機器と比較してエ

ネルギー起源二酸化炭素の排出が少ないものとする 

また、食品小売業におけるショーケースその他の省エネ型自然

冷媒機器には、ショーケースに使用されるものと同様のコンデン

シングユニットを用いる冷凍・冷蔵保管庫用の省エネ型自然冷媒

機器を含む 

３ １、２の付属設備の設置及び設置工事 （作動する上で必要なも

のに限る） 

再生可能エネルギーの利用促進 
太陽熱、風力、バイオマス、水力、その他の再生可能エネルギー

供給設備の設置（太陽光発電設備を除く） 

その他 

１ 省エネルギー診断により提案のあった上記以外の設備更新等

（太陽光発電設備を除く） 

２ 省エネルギー診断の受診（一般財団法人省エネルギーセンター

による省エネ最適化診断、その他国が指定した機関が実施するも

のを除く） 

※国の補助金を受けている場合は対象外 
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別表２（第５条） 補助対象経費及び補助金の額 

補助対象経費

（※１） 

設備費 設備費、必要不可欠な付属機器 

工事費 
労務費、設計費、材料費、消耗品、雑材料費、直接仮設費、試験調整

費、立会検査費、機器搬入費、現場管理費 など 

省エネルギー診断受診費 

補助上限額 
１事業者当たり1,000万円（省エネルギー診断あり） 

１事業者当たり 500万円（簡易自己診断のみ） 

補助金の額等 

（※２） 

蓄電池の設置 

・省エネルギー診断に基づく場合は、 

補助対象経費の１／２以内 

・簡易自己診断に基づく場合は、 

補助対象経費の１／４以内 

省エネルギーの促進 

未利用エネルギーの利用促進 

メタン・代替フロン等の温室効果ガス削減対策 

再生可能エネルギーの利用促進 

省エネルギー診断により提案のあった上記以

外の設備更新等 

補助対象経費の１／２以内 省エネルギー診断の受診（一般財団法人省エネ

ルギーセンターによる省エネ最適化診断、その

他国が指定した機関が実施するものを除く） 

※１ 上記経費に係る消費税相当額は、補助対象経費としない。 

※２ 補助対象経費から算定した額に千円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる。 


